
■報告第６号 専決処分の報告について（損害賠償の額を定めることについて） 

【要旨】 

 平成 30 年度に町が施工した「旧ビジネスホテル幸解体撤去工事」の振動が原因で

隣接する住宅に損害を与えたことについて、相手方との示談が成立したため、国家賠

償法第２条第１項に基づく賠償額を決定し、地方自治法第 180 条第１項及び地方自治

法第 180 条第１項に基づく四万十町長専決処分事項第２項の規定により専決処分を

行いましたので、同法同条第２項の規定により報告するものです。 

 

【内容】 

発 生 場 所 四万十町北琴平町       

概 要 

当該ホテルは、県が定める避難路沿道建築物に該当し、耐震診断

が義務化された建物となったため、町が無償譲渡を受けて耐震診断

を行い解体撤去したもの。 

撤去工事に際しては、住宅密集地であったため工事損失の事前調

査及び事後調査を実施しており、その結果、工事の振動を原因とす

る隣接住宅の損傷が複数箇所確認されたが、施工業者の瑕疵は認め

られなかったことから、工事請負契約の規定により町がその損害を

賠償したもの。 

専決処分日 令和元年６月 13 日 

損害賠償額 

164,702 円（町の過失割合 10 割） 

※国土交通省が定める「公共工事に係る工事の施行に起因する地盤変動に

より生じた建物等の損害等に係る事務処理要領」を準用して算定 

相 手 方 
住所 四万十町         

氏名          

 

【損害状況の一例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事前調査時】なし 

 

【事後調査時】ひび割れの発生 

損傷の状況 幅 0.5mm 

全長 75cm 

【事前調査時】なし 

 

【事後調査時】隙間の発生 

 損傷の状況 幅 1.0mm  



【損害賠償額の算定根拠】 

名  称 摘  要 金額（円） 

1 直接工事費  91,643 

 仮設工事 足場、養生、整理清掃片付等 28,669 

 基礎床工事 土間コンクリートクラック補修 8,824 

 基礎工事（木造用） 基礎クラック補修 4,467 

 防水工事 シーリング 955 

 タイル工事 目地切れ補修 20,341 

 左官工事 ちり切れ充てん補修 9,010 

 木製建具工事 片開き戸調整 3,860 

 解体工事 目地はがし 15,517 

直接工事費計( 91,643) 

2 諸経費  31,600 

工事費計( 123,243) 

3 消費税相当額  9,859 

4 その他経費 工事業者手配、打合せ、完了引き渡し 31,600 

合  計 164,702 

 

【根拠法令】 

国家賠償法（抜粋） 

（公の営造物の設置管理の瑕疵に基く損害の賠償責任・損害の責任者に対する求償権） 
第２条 道路、河川その他の公の営造物の設置又は管理に瑕疵があったために他人に損害

を生じたときは、国又は公共団体は、これを賠償する責に任ずる。 
２ （略） 

地方自治法（抜粋） 

（議会の委任による専決処分） 
第 180 条 普通地方公共団体の議会の権限に属する軽易な事項で、その議決により特に指
定したものは、普通地方公共団体の長において、これを専決処分にすることができる。 

２ 前項の規定により専決処分をしたときは、普通地方公共団体の長は、これを議会に報
告しなければならない。 

地方自治法第 180 条第 1 項に基づく四万十町長専決処分事項 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 180 条第 1 項の規定により、町長において専決処分す
ることのできる事項を次のとおり指定する。 
１ （略） 
２ 法律上町の義務に属する損害賠償額の決定で、その額が 50 万円以下のもの 
３～６ （略） 

 


